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添付公開書類：

国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

一態様 に係 る製造方法 は、基板 上 に T F T 層、平坦 化層 （1 1 0 ) 、表示素子部 を順 に形成す る。 T
F T 層の形成 で は、上部 電極 （1 0 8 ) を被覆 し、平坦化層 と境界 を接す る状態で、パ ッシベー シ ヨン
層 （1 0 9 ) を形成 す る。表 示素 子部 の 形成 で は、平坦 化 層 と境 界 を接す る状態 で下部 電極 を形成 す
る。 T F T 層の上部 電極 と表示素子部の下部 電極 との接続 で は、先ず 、底 にパ ッシベ一 シ ヨン層が露 出
す るまで、平坦 化層 に コンタク ト孔 （1 1 0 a ) を開設す る。次 に、 コンタク ト孔の底 に露 出す るパ ッ
シべ一 シ ヨン層 に対 して、 フ ッ素 を含む ガス を用 いた ドライ エ ッチ ングによ リ、底 に上部 電極 が露 出す
るコンタク ト孔 （1 0 9 a ) を開設 す る。その後、パ ッシベ一 シ ヨン層 にお けるコンタク ト孔 を臨 む 内
壁面 に対 し、組 成 中に フ ッ素 を含む撥液膜 （1 2 1 ) を形成す る。そ して、 コンタク ト孔 を臨 む平坦化
層およびパ ッシベ一 シ ヨン層の 内壁面 に沿 って、下部電極 を形成す る。



明 細 書

発明の名称 ：

アクティブマ トリクス型表示パネルの製造方法 とァクティブマ トリクス型

表示パネル

技術分野

[0001 ] 本発明は、 アクテ ィブマ トリクス型表示パネルの製造方法 とアクテ ィブマ

卜リクス型表示パネルに関 し、 T F T 層の電極 と表示素子部の電極 との間に

介揷 された 2 層の絶縁層に対 し、電極間コンタク 卜のためのコンタク 卜孔形

成 に係る技術 に関する。

背景技術

[0002] 現在において、液晶表示パネルが広 く普及 している。 また、有機 E L ( E

l e c t r o L u m i n e s c e c e ) 表示パネルの実用化に向けた開発

が進め られている。 これ らの表示パネルにおいては、各画素の駆動制御 を、

発光部の下方に形成 された T F T ( T h i n F i l m T r a n s i s t

o r ) により行 う、 アクテ ィブマ トリクス型が採用されることが多い （特許

文献 し 2 ， 3 ) 。一例 と して、図 1 4 を用い有機 E L 表示パネルの製造方

法の概略について説明する。

[0003] 図 1 4 に示すように、基板 9 0 0 の上面に T F T 層 を形成する。 T F T 層

は、基板 9 0 0 の側か ら、ゲ一 卜電極 9 0 1 、 ゲ一 卜絶縁層 9 0 2 、チヤネ

ル層 9 0 3 、チャネル保護層 9 0 4 、 ソース電極 9 0 5 および ドレイン電極

9 0 6 、層間絶縁層 9 0 7 、上部電極 9 0 8 、パ ッシベ一シ ヨン層 9 0 9 が

順 に形成 された構成 を有する。

[0004] 次 に、 T F T 層 におけるパ ッシベ一シ ヨン層 9 0 9 の上に、平坦化層 9 1

0 を挟んだ状態で、有機発光部 （表示素子部）を形成する。有機発光部は、

パ ッシベ一シ ヨン層 9 0 9 の側か ら、 アノー ド9 1 1 、バ ンク 9 1 2 、有機

発光機能層 9 1 3 、 力ソー ド9 1 4 、封止層 9 1 5 が順 に形成 された構成 を

有する。



[0005] 次に、有機発光部の上に、樹脂層 9 1 6 を挟んだ状態で、カラ一フィルタ

基板 （C F基板）を配置する。C F基板は、基板 9 1 9 の下面に、カラ一フ

ィルタ層 9 1 7 とブラックマ トリクス層 9 1 8 とが形成された構成を有する

[0006] ここで、 T F T 層における上部電極 9 0 8 はソース電極 9 0 5 と接続され

ており、また、パッシベ一シヨン層 9 0 9 および平坦化層 9 1 0 に開設され

たコンタク ト孔を通 してアノー ド9 1 1 とも接続されている。コンタク ト孔

の開設は、 リソグラフィにより平坦化層 9 1 0 にコンタク ト孔を開設 した後

、コンタク ト孔が開設された平坦化層 9 1 0 をマスクとして、 ドライエッチ

ングによりパッシベ一シヨン層 9 0 9 に連通するコンタク 卜孔を開設すると

いう手順を以つてなされる。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特開 2 0 0 4 —3 6 3 0 3 4 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 9 5 5 1 5 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 8 _ 1 9 8 4 9 1 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか しながら、図 1 4 の二点鎖線で囲んだ一部拡大部分に示すように、従

来技術に係る製造方法を用い製造 した表示パネルでは、コンタク 卜孔の底部

において、 T F T 層における上部電極 9 0 8 とアノー ド9 1 1 との間に、金

属酸化膜 9 2 2 が形成されて しまうことがある。このように上部電極 9 0 8

とアノー ド9 1 1 との間に金属酸化膜 9 2 2 が介揷され しまうと、上部電極

9 0 8 とアノー ド9 1 1 との間の接続不良を生 じ、表示パネルの表示品質が

低下 して しまう。

[0009] 本発明は、上記のような問題の解決を図ろうとなされたものであって、 T

F T 層の電極と表示素子部の電極との間に介揷された 2 層の絶縁層に対 しコ



ンタク 卜孔を開設 しながら、良好な電極間接続を図ることができるァクティ

プマ 卜リクス型表示パネルの製造方法とアクティブマ 卜リクス型表示パネル

を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明の一態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法は、

( i ) 基板上に T F T 層を形成する工程と、 （i i ) T F T 層上に平坦化層

を形成する工程と、 （i i i ) 平坦化層上に表示素子部を形成する工程と、

を備える。

[001 1] ( i ) T F T 層を形成する工程には、ソース電極もしくは ドレイ ン電極、

またはその一方の電極に接続された接続用電極の何れかの電極を被覆するパ

ッシベ一シヨン層を、平坦化層と境界を接する状態で形成するサブ工程が含

まれる。

[001 2] ( i i ) 表示素子部を形成する工程には、平坦化層と境界を接する状態で

下部電極を形成するサプ工程が含まれる。

[001 3] 上記何れかの電極 と下部電極 との接続は、次の工程を経てなされる。

[0014] ( i V - 1 ) 底部にパッシベ一シヨン層が露出するまで、平坦化層にコン

タク 卜孔を開設する。

[001 5] ( i v - 2 ) 平坦化層に開設 したコンタク ト孔の底部に露出するパッシベ

—シヨン層に対 して、フッ素を含むガスを用いた ドライエッチングにより、

平坦化層のコンタク 卜孔に連通 し、底部に上記何れかの電極が露出するコン

タク 卜孔を開設する。

[001 6] ( i v - 3 ) コンタク ト孔の底に上記何れかの電極が露出 した後、パッシ

ベ 一シヨン層におけるコンタク 卜孔を臨む内壁面に対 し、組成中にフッ素を

含む撥液膜を形成する。

[001 7] そ して、下部電極を形成するサブ工程において、コンタク ト孔を臨む平坦

化層およびパッシベ 一シヨン層の内壁面に沿って、下部電極を形成する。

発明の効果

[001 8] 上記態様に係る製造方法では、フッ素を含むガスでコンタク 卜孔を開設す



るので、上記 （i v _ 2 ) のパ ッシベ 一 シ ヨン層への コンタク ト孔の開設後

では、 少な くとも平坦化層 におけるコンタク ト孔 を臨む内壁面 に、組成 中に

フッ素 を含む撥液膜 が形成 される。 このため、仮 に平坦化層 およびパ ッシベ

—シ ヨン層の コンタク ト孔 内に水分が入 った場合 で も、撥液膜 によ り、 コン

タク 卜孔 を臨む内壁面 および底 に露 出する上記何 れかの電極 の表面への水分

の濡 れを抑制 することがで きる。

[001 9] 上記態様 に係 る製造方法 を用いれば、 コンタク 卜孔の底 に露 出する上記何

れかの電極 の表面 に酸化被膜 が形成 されることを効果的に抑制 することがで

きる。

[0020] 従 って、 T F T 層の電極 と表示素子部 の電極 との間に介揷 された 2 層の絶

縁層 （パ ッシベ 一 シ ヨン層 と平坦化層） に対 しコンタク ト孔 を開設 しなが ら

、良好な電極 間接続 を図ることがで きるアクテ ィブマ 卜リクス型表示パ ネル

を製造することがで きる。

図面の簡単な説明

[0021 ] [ 図 1] ( a ) 部 〜 （e ) 部 は、本発 明の実施 の形態 に係 る表示パ ネル 1 0 の製

造過程 を順 に示す模式断面図である。

[ 図2] ( a ) 部 〜 （d ) 部 は、本発 明の実施 の形態 に係 る表示パ ネル 1 0 の製

造過程 を順 に示す模式断面図である。

[ 図3] ( a ) 部 〜 （c ) 部 は、本発 明の実施 の形態 に係 る表示パ ネル 1 0 の製

造過程 を順 に示す模式断面図である。

[ 図4] ( a ) 部 〜 （c ) 部 は、本発 明の実施 の形態 に係 る表示パ ネル 1 0 の製

造過程 を順 に示す模式断面図である。

[ 図5] ( a ) 部 〜 （c ) 部 は、本発 明の実施 の形態 に係 る表示パ ネル 1 0 の製

造過程 を順 に示す模式断面図である。

[ 図6] ( a ) は、本発 明の実施 の形態 に係 る完成 した表示パ ネル 1 0 の構成 を

示す模式断面図であ り、 （b ) は、本発 明の実施 の形態 に係 る表示パ ネル 1

0 を用いて形成 した表示装置 1 の構成 を示す模式 プロック図である。

[ 図7] ( a ) 部 〜 （d ) 部 は、実施例 に係 るパ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 0 およ



び平坦化層 1 1 0 0 へのコンタク ト孔形成に係る過程を順に示す模式断面図

である。

[ 図8] ( a ) 部〜 （c ) 部は、実施例に係るパッシベ一シヨン層 1 0 9 0 およ

び平坦化層 1 1 0 0 へのコンタク ト孔形成に係る過程を順に示す模式断面図

である。

[ 図9] ( a ) 部〜 （d ) 部は、比較例に係るコンタク ト孔形成に係る過程を順

に示す模式断面図である。

[ 図10] ( a ) は、実施例に係る製造方法を用い形成 したコンタク ト孔および

その周辺を平面視にて示す画像であり、 （b ) は、その断面を示す画像であ

り、 （c ) は、比較例に係る製造方法を用い形成 したコンタク ト孔およびそ

の周辺を平面視にて示す画像であり、 （d ) は、その断面を示す画像である

[ 図11] コンタク 卜孔の底に露出する上部電極 1 0 8 の組成を示すグラフであ

る。

[ 図12] ( a ) は、本発明の実施の形態に係る条件で形成 した場合のコンタク

卜孔の周辺を示す模式断面図であり、 （b ) は、比較例に係る条件で形成 し

た場合のコンタク 卜孔の周辺を示す模式断面図である。

[ 図13] 変形例に係る表示パネル 1 5 の一部構成を示す模式断面図である。

[ 図14]従来技術に係る表示パネルの構成を示す模式断面図である。

発明を実施するための形態

[0022] [ 本発明の各態様に至った経緯]

本発明者等は、図 1 4 の二点鎖線で囲んだ部分に示すような問題、即ち、

T F T 層における上部電極 9 0 8 とアノー ド電極 9 1 1 との間に金属酸化膜

9 2 2 が介揷 し、これにより上部電極 9 0 8 とアノー ド9 1 1 とのコンタク

卜不良が生 じるメカニズムを次のように解明 した。

[0023] 表示パネルの製造過程では、 T F T 層を形成 し、平坦化層 9 1 0 を形成 し

た後に、上部電極 9 0 8 とアノー ド9 1 1 とのコンタク トを図るためのコン

タク 卜孔を開設することになる。コンタク ト孔の開設は、 リソグラフィ （露



光 現像）により平坦化層 9 1 0 にコンタク 卜孔を開設 した後、 ドライエツ

チングにより、平坦化層 9 1 0 のコンタク 卜孔の底部に露出するパッシベ一

シヨン層 9 0 9 にコンタク ト孔を開設することでなされる。そ して、 ドライ

エッチング後に、例えば、純水などを用いて孔内および平坦化層 9 1 0 表面

などを洗浄する。

[0024] 洗浄後には、 ドライエア一などで水分の除去を図る。このとき、コンタク

卜孔を臨む平坦化層 9 1 0 の内壁面は先にコンタク 卜孔の開設が行われ、パ

ッシベ一ション層 9 0 9 へのコンタク 卜孔開設の間もフッ素を含むエツチン

グガスに晒されているため、表面にフッ化膜が形成されるに至っている。こ

れに対 して、コンタク 卜孔を臨むパッシベ一シヨン層 9 0 9 の内壁面には、

ほとんどフッ化膜が形成されていない状態となっているものと推定される。

これは、従来の製造方法では、パッシベ一シヨン層 9 0 9 にコンタク ト孔が

開設され、底に上部電極 9 0 8 の表面が露出した時点でエッチングを終了し

ていたため、パッシベ一シヨン層 9 0 9 におけるコンタク 卜孔を臨む内壁面

は余 りフッ素に晒されていないためであると考えられるためである。

[0025] 上記のように、パッシベ一シヨン層 9 0 9 におけるコンタク ト孔を臨む内

壁面へのフッ化膜の形成がほとんどなされない状況下で、水を用いた洗浄を

行った場合、 ドライエア一でのプロ一によってもコンタク 卜孔の底に水が残

ることがあるものと考えられる。そ して、このコンタク ト孔の底に残った水

により、上部電極 9 0 8 の表面が酸化され、金属酸化膜 9 2 2 が形成される

に至るものであると考察 した。

[0026] [ 本発明の各態様]

本発明の一態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法は、

( i ) 基板上にT F T 層を形成する工程と、 （i i ) T F T 層上に平坦化

層を形成する工程と、 （i i i ) 平坦化層上に表示素子部を形成する工程と

を備える。

[0027] ( i ) T F T 層を形成する工程には、ソース電極もしくは ドレイン電極、



またはその一方の電極 に接続された接続用電極の何れかの電極 （以下、 「上

部電極等」と記載する。）を被覆するパ ッシベ一シ ヨン層を、平坦化層 と境

界を接する状態で形成するサプ工程が含まれる。

[0028] ( i i ) 表示素子部を形成する工程には、平坦化層 と境界を接する状態で

下部電極 を形成するサプ工程が含まれる。

[0029] 上部電極等 と下部電極 との接続は、次の工程を経てなされる。

[0030] ( i V - 1 ) 底 にパ ッシベ 一 シ ヨン層が露出するまで、平坦化層にコンタ

ク 卜孔を開設する。

[0031 ] ( i v - 2 ) 平坦化層に開設 したコンタク ト孔の底部に露出するパ ッシベ

—シ ヨン層に対 して、 フッ素を含むガスを用いた ドライエッチングにより、

平坦化層のコンタク 卜孔に連通 し、底に上部電極等が露出するコンタク 卜孔

を開設する。

[0032] ( i v - 3 ) コンタク ト孔の底に上部電極等が露出 した後、パ ッシベ 一 シ

ヨン層におけるコンタク 卜孔を臨む内壁面に対 し、組成中にフッ素を含む撥

液膜を形成する。

[0033] そ して、下部電極 を形成するサブ工程において、 コンタク ト孔を臨む平坦

化層およびパ ッシベ 一 シ ヨン層の内壁面に沿 って、下部電極 を形成する。

[0034] 上記態様に係る製造方法では、 フッ素を含むガスでコンタク 卜孔を開設す

るので、上記 （i v _ 2 ) のパ ッシベ 一 シ ヨン層へのコンタク ト孔の開設後

では、少な くとも平坦化層におけるコンタク ト孔を臨む内壁面に、組成中に

フッ素を含む撥液膜が形成される。 このため、仮に平坦化層およびパ ッシベ

—シ ヨン層のコンタク ト孔内に水分が入った場合でも、撥液膜により、 コン

タク 卜孔を臨む内壁面および底に露出する上部電極等への水分の濡れを抑制

することができる。

[0035] 上記態様に係る製造方法を用いれば、 コンタク 卜孔の底に露出する上部電

極等の表面に酸化被膜が形成されることを効果的に抑制することができる。

[0036] 従 って、 T F T 層の上部電極 と表示素子部の下部電極 との間に介揷された

2 層の絶縁層 （パ ッシベ 一 シ ヨン層 と平坦化層）に対 しコンタク ト孔を開設



しながら、良好な電極間接続を図ることができるァクティプマ 卜リクス型表

示パネルを製造することができる。

[0037] なお、上記において、 「組成中にフッ素を含む撥液膜」とは、必ずしもフ

ッ化物で膜が構成されている態様に限定されない。撥液膜中にフッ素が含ま

れていればよい。

[0038] 本発明の別態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法では

、上記方法において、撥液膜の形成について、パッシベ一シヨン層のコンタ

ク 卜孔の底に上部電極等の表面が露出した後、さらにパッシベ一シヨン層に

おけるコンタク ト孔を臨む内壁面をフッ素を含むエッチングガスに晒すこと

により行われる。

[0039] このようにコンタク ト孔の底に上部電極等の表面が露出した後、さらにフ

ッ素を含むガス （例えば、C F 4) に内壁面を晒す （オーバ一エッチングを行

う）ことにより、パッシベ一シヨン層におけるコンタク ト孔を臨む内壁面に

も撥液膜が形成される。よって、別の工程を実行 しなくても、撥液膜の形成

ができ、製造コス トの上昇を抑えながら、上記効果を得ることができる。

[0040] また、本発明の別態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルの製造方

法では、上記方法において、コンタク ト孔の開設を開始 してから、コンタク

卜孔の底に上部電極等の表面が露出するまでの時間をT 0とし、撥液膜の形成

のために、パッシベ一シヨン層におけるコンタク 卜孔を臨む内壁面をガスに

晒す時間を とするとき、次の関係を満たす。

[数 1 ] 7 Ο % Χ Τ 0 Τ 1 5 Ο % Χ Τ 0

上記 [数 1 ] の関係を満たすように時間 を規定することにより、コンタ

ク 卜孔内での水滴の残存を防ぎ、上部電極等の表面の酸化を防ぎながら、上

部電極等と下部電極との間に介揷されることになるフッ素を含む膜の膜厚を

制限して、 T F Τ 層の上部電極等と表示素子部の下部電極との良好なコンタ

ク 卜を確保することができる。

[0041 ] 換言すると、本発明の別態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルの

製造方法では、上記方法において、撥液膜の形成後において、コンタク ト孔



の底に露出する上部電極等の表面に、フッ素を含む電極被膜が形成されてな

り、撥液膜の形成のために、パッシベ一シヨン層におけるコンタク ト孔を臨

む内壁面をガスに晒す時間ん を、電極被膜の膜厚が 3 [ n m ] 以下となるよ

うに規定する。これにより、上部電極等と下部電極との良好なコンタク トを

とることができる。

[0042] 本発明の別態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法では

、上記方法の撥液膜の形成後、下部電極の形成前において、さらに次の工程

を含む。

[0043] ( i V - 4 ) コンタク ト孔内を含む平坦化層およびパッシベ一シヨン層の

表面を水を含む洗浄液で洗浄する。

[0044] ( i V - 5 ) コンタク ト孔内を含む平坦化層およびパッシベ一シヨン層の

表面に対 し、エア一またはガスを吹き付けて、コンタク ト孔内を含む平坦化

層およびパッシベ一シヨン層の表面に残る洗浄液を除去する。

[0045] 本態様に係る製造方法では、上記 （i v _ 2 ) のパッシベ一シヨン層への

コンタク ト孔の開設後、上記 （i v _ 4 ) の洗浄の前に、上記 （i v _ 3 )

のように、パッシベ一シヨン層におけるコンタク 卜孔を臨む内壁面に撥液膜

を形成する。このため、上記 （i v _ 4 ) で平坦化層およびパッシベ一ショ

ン層のコンタク ト孔内に入った洗浄液が、上記 （i v _ 5 ) のエア一等の吹

き付けにより、コンタク ト孔内から確実に除去される。よって、本態様のよ

うに、洗浄液で洗浄する工程を含む場合においても、上記 （i v _ 5 ) のェ

ァ一等の吹き付け後に洗浄液がコンタク 卜孔内に残留 しにくく、コンタク 卜

孔の底に露出する上部電極等の表面に酸化被膜が形成されることを効果的に

抑制することができる。

[0046] 本発明の別態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法では

、上記方法において、上部電極等は、銅 （C u ) もしくはC u 合金を用い形

成する。これにより、配線抵抗を低減することができ、良好な表示品質の表

示パネルを製造することができる。

[0047] 本発明の一態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルは、基板上に、



T F T 層、平坦化層、および表示素子部がこの順に形成されてなる構成を有

する。

[0048] T F T 層には、ソース電極もしくは ドレイン電極、またはその一方の電極

に接続された接続用電極の何れかの電極 （上部電極等）と、当該上部電極等

を被覆 し、平坦化層と境界を接するパッシベ一シヨン層とが含まれている。

[0049] また、表示素子部には、平坦化層と境界を接する状態で形成されてなる下

部電極が含まれている。

[0050] 下部電極は、平坦化層およびパッシベ一シヨン層を連続 して貫通するコン

タク 卜孔を通 し、平坦化層およびパッシベ一シヨン層におけるコンタク 卜孔

を臨む内壁面に沿って一部が形成されることにより、コンタク 卜孔の底で上

部電極等に対 して電気的に接続されている。

[0051 ] 平坦化層およびパッシベ一シヨン層におけるコンタク 卜孔を臨む内壁面と

、下部電極との間には、フッ素を含む膜が介揷されており、コンタク ト孔の

底において、下部電極と前記何れかの電極との間には、フッ素を含む電極被

膜が介揷されている。

[0052] 上記態様に係る製造方法を用い製造されたアクティブマ 卜リクス型表示パ

ネルでは、上記のような構成を有することになる。よって、この構成を有す

るアクティブマ トリクス型表示パネルでは、上部電極等と下部電極との間の

良好なコンタク 卜が図られ、高い表示品質を実現することができる。

[0053] 本発明の別態様に係るアクティブマ 卜リクス型表示パネルでは、上記構成

において、電極被膜の膜厚が、 3 [ n m ] 以下である。このように電極被膜

の膜厚を3 [ n m ] 以下 （例えば、 2 [ n m ] 〜 3 [ n m ] ) に規定するこ

とで、上部電極等と下部電極との良好なコンタク トをとることができる。

[0054] [実施の形態]

1 . 表示パネル 1 0 およびこれを含む表示装置 1 の製造方法

本発明の実施の形態に係る表示パネル 1 0 およびこれを含む表示装置 1 の

製造方法について、図面を用い説明する。なお、以下では、表示パネル 1 0

の製造方法について、 （1 ) T F T 層の形成工程、 （2 ) 平坦化層の形成ェ



程、 （3 ) 表示素子部の形成工程に便宜的に分けて説明を行う。

( 1 ) T F T 層の形成工程

先ず、丁F T 層の形成工程について、図 1 の （a ) 部〜 （e ) 部、図 2 の

( a ) 部〜 （d ) 部、および図 3 の （a ) 部を用い説明する。

[0055] 図 1 の （a ) 部に示すように、基板 1 0 0 を準備する。

[0056] 図 1 の （b ) 部に示すように、準備 した基板 1 0 0 の Z 軸方向上側の主面

1 0 0 a に対 し、各 トランジスタ素子部に対応 してゲ一 卜電極 1 0 1 を形成

する。ゲ一 卜電極 1 0 1 の形成は、基板 1 0 0 の主面 1 0 0 a に対 して、メ

タルスパッタリング法を用いて銅 （C u ) からなる金属膜とモリプデン （M

o ) からなる金属膜とを積層形成 し、その上にホ トリソグラフィ一法を用い

てレジス 卜パターンを形成 した後、ウエットエッチングを行い、 レジス 卜パ

ターンを除去することでなされる。

[0057] なお、添付図面では、模式的に一つの トランジスタ素子部のみを図示 して

いるが、表示パネル 1 0 には、複数の トランジスタ素子部が形成されてなる

[0058] 図 1 の （c ) 部に示すように、ゲ一 卜電極 1 0 1 および基板 1 0 0 の主面

1 0 0 a における露出部分を被覆するように、ゲ一 卜絶縁層 1 0 2 を積層形

成する。ゲ一 卜絶縁層 1 0 2 の形成は、プラズマC V D ( C h e m i c a I

V a p o r D e p o s i t i o n ) 法あるいはスパッタリング法を用い

、 S i 〇膜とS i N膜とを順に積層形成することでなされる。

[0059] 図 1 の （d ) 部に示すように、ゲ一 卜絶縁層 1 0 2 上におけるゲ一 卜電極

1 0 1 の上方に相当する領域にチャネル層 1 0 3 を形成する。チャネル層 1

0 3 の形成は、スパッタリング法を用い、酸化物半導体膜を形成 し、ホ トリ

ソグラフィ一法およびウエットエッチング法を用いてパターニングすること

でなされる。

[0060] 図 1 の （e ) 部に示すように、チャネル層 1 0 3 およびゲ一 卜絶縁層 1 0

2 を被覆するように、チャネル保護層 1 0 4 0 を積層形成する。チャネル保

護層 1 0 4 0 の形成は、プラズマC V D法あるいはスパッタリング法を用い



、 S i 〇膜 を成膜 し、成膜後 に ドライエア一または酸素雰囲気下で、成膜温

度以上の温度でァニ一ル処理 を施すことによりなされる。 ァニ一ル処理は、

チャネル層 1 0 3 の酸素欠陥を修復 し、半導体特性 を維持するためになされ

るものである。

[0061 ] 図 2 の （a ) 部 に示すように、チャネル保護層 1 0 4 に対 してチャネル層

0 3 に到達するコンタク ト孔を開設 した後、各 コンタク ト孔を通 してチヤ

ネル層 1 0 3 に一部接触するソー ス電極 1 0 5 および ドレイ ン電極 1 0 6 を

形成する。チャネル層 1 0 4 へのコンタク ト孔の開設は、ホ トリソグラフィ

—法および ドライエ ッチング法を用いることでなされる。

[0062] ソース電極 1 0 5 および ドレイン電極 1 0 6 の形成は、スパ ッタ リング法

を用い、銅マンガン （C u M n ) 膜 と、 M o 膜 とを積層 した後、ホ トリソグ

ラフィ一法および ゥエツ 卜エ ッチング法を用いパターニングすることでなさ

れる。

[0063] 図 2 の （b ) 部 に示すように、 ソー ス電極 1 0 5 、 ドレイ ン電極 1 0 6 、

およびチャネル保護層 1 0 4 の露出部分を被覆するように、層間絶縁層 1 0

7 0 を形成する。層間絶縁層 1 0 7 0 の形成は、 プラズマC V D 法あるいは

スパ ッタ リング法を用い成膜 した後、 ドライエア一または酸素雰囲気下でァ

ニール処理 を施すことによりなされる。 ァニール処理 を行 う目的は、上記同

様 に、チャネル層 1 0 3 の半導体特性 を維持するためのものである。

[0064] 図 2 の （c ) 部 に示すように、層間絶縁層 1 0 7 におけるソー ス電極 1 0

5 の一部上方に相当する部分にコンタク ト孔 1 0 7 a を開設 し、底にソース

電極 1 0 5 の表面 1 0 5 a の一部が露出するようにする。そ して、図 2 の （

d ) 部 に示すように、層間絶縁層 1 0 7 におけるコンタク ト孔 1 0 7 a を臨

む内壁面を含む、層間絶縁層 1 0 7 の表面の一部 に上部電極 1 0 8 を形成す

る。

[0065] 層間絶縁層 1 0 7 0 の成膜は、 プラズマC V D 法あるいはスパ ッタ リング

法を用いなされ、層間絶縁層 1 0 7 へのコンタク 卜孔 1 0 7 a の開設は、 ド

ライエ ッチング法を用いなされる。 また、上部電極 1 0 8 の形成は、スパ ッ



タ リング法を用い金属膜を形成 した後、ホ 卜リソグラフィ一法およびゥェッ

卜エッチング法を用いなされる。

[0066] 図 3 の （a ) 部 に示すように、上部電極 1 0 8 および層間絶縁層 1 0 7 に

おける露出部分を被覆するように、パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 0 を形成する

。パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 0 の形成は、 プラズマC V D 法あるいはスパ ッ

タ リング法を用いなされる。

[0067] 以上のような過程を経て、基板 1 0 0 上に T F T 層が形成される。

( 2 ) 平坦化層の形成工程

次に、平坦化層の形成、および平坦化層へのコンタク ト孔開設について、図

3 の （b ) 部〜 （c ) 咅ん および図 4 の （a ) 部〜 （b ) 部 を用い説明する

[0068] 図 3 の （b ) 部 に示すように、パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 0 を被覆するよ

うに、平坦化層 1 1 0 0 を積層形成する。平坦化層 1 1 0 0 の形成は、有機

材料を塗布 し硬化させた後、 z 軸方向上側の主面を平坦化することでなされ

る。

[0069] 図 3 の （c ) 部 に示すように、平坦化層 1 1 0 およびパ ッシベ一シ ヨン層

1 0 9 に対 して、互いに連続するコンタク 卜孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a を開設す

る。平坦化層 1 1 0 へのコンタク ト孔 1 1 0 a の開設には、 リソグラフィ （

露光 現像）を用い、パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 へのコンタク 卜孔 1 0 9 a

の開設には、 ドライエッチング法を用いる。そ して、 コンタク ト孔 1 0 9 a

の底に上部電極 1 0 8 の表面 1 0 8 a の一部が露出するまで行 う。

[0070] 図 4 の （a ) 部 に示すように、平坦化層 1 1 0 の Z 軸方向上側の主面、お

よびコンタク ト孔 1 1 O a ， 1 0 9 a 内について、純水を用い洗浄を行 う （

水洗）。なお、洗浄の際には、洗浄液である純水は、上部電極 1 0 8 の表面

1 0 8 b にも接触することになる。

[0071 ] 図 4 の （b ) 部 に示すように、水洗後の平坦化層 1 1 0 の Z 軸方向上側の

主面、およびコンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a 内について、エア一プロ一に

より洗浄液の除去を行 う。なお、洗浄液の除去の際には、 コンタク ト孔 1 1



0 a , 1 0 9 a の底に露出する上部電極 1 0 8 の表面 1 0 8 c の水滴も除去

できるように、エア一ノズルを走査する。

( 3 ) 表示素子部の形成

次に、平坦化層 1 1 0 上への表示素子部の形成について、図4 の （c ) 部

、図 5 の （a ) 部〜 （c ) 咅ん および図 6 ( a ) を用い説明する。

[0072] 図 4 の （c ) 部に示すように、平坦化層 1 1 0 上、およびコンタク ト孔 1

1 0 a , 1 0 9 a 内にァノ一 ド1 1 1 を形成する。アノー ド1 1 1 の形成は

、スパッタリング法あるいは真空蒸着法を用い金属膜を成膜 した後、ホ トリ

ソグラフィ一法およびエッチング法を用いて、各素子に対応 したパターニン

グを行うことでなされる。

[0073] なお、アノー ド1 1 1上にホール注入層やホール輸送層などが形成される

こともあるが、説明を省略する。

[0074] 図 5 の （a ) 部に示すように、アノー ド1 1 1 の表面 1 1 1 a における外

縁部に対 し、各表示素子部を規定する開口 1 1 2 a を囲繞するバンク 1 1 2

を形成する。バンク 1 1 2 の形成は、まずアノー ド1 1 1上に、スピンコ一

卜法などを用いてバンク 1 1 2 の構成材料膜を成膜 し、パターニングにより

開口 1 1 2 a を開設することで形成される。バンク 1 1 2 への開口 1 1 2 a

の開設は、構成材料膜上にマスクを配置 して露光 し、その後に現像すること

でなされる。

[0075] 図 5 の （b ) 部に示すように、バンク 1 1 2 で囲繞された開口 1 1 2 a に

対 して、有機発光層を含む有機発光機能層 1 1 3 を形成 し、図 5 の （c ) 部

に示すように、有機発光機能層 1 1 3 上およびバンク 1 1 2 の頂面上を被覆

するように、力ソー ド1 1 4 および封止層 1 1 5 を順に成膜する。なお、図

では、有機発光機能層 1 1 3 を一層構成で図示 しているが、有機発光層を含

む複数層が積層されてなる構成となっていてもよい。これらの有機層は、印

刷法を用い形成される。

[0076] 力ソー ド1 1 4 および封止層 1 1 5 の形成は、スパッタリング法などを用

いなされる。



[0077] 最後に、図 6 ( a ) に示すように、別途で作成 しておいたカラ一フィルタ

パネル （C F パネル）を、間に樹脂層 1 1 6 を挟んだ状態で貼 り合わせるこ

とで、アクティブマ トリクス型の表示パネル 1 0 が完成する。なお、C F パ

ネルは、基板 1 1 9 の Z 軸方向下側の主面にカラ一フィルタ層 1 1 7 および

ブラックマ トリクス層 1 1 8 を形成 してなるパネルである。

( 4 ) 表示装置 1 の形成

次に、図 6 ( b ) に示すように、上記のような過程を経て完成 した表示パ

ネル 1 0 に対 して、駆動 制御回路部 2 0 を接続することで表示装置 1 が完

成する。駆動 制御回路部 2 0 は、一例として、 4 つの駆動回路 2 1〜2 4

と、 1 つの制御回路 2 5 とから構成されている。ただ し、駆動 制御回路部

2 0 の構成については、これに限られるものではない。例えば、駆動回路に

ついては、 2 つであってもよいし、また、表示パネル 1 0 に対する配置形態

についても、表示パネル 1 0 の外周 2 辺に沿って、 4 つの駆動回路あるいは

2 つの駆動回路が配置されていてもよく、さらには、外周 1辺に沿って全て

の駆動回路が配置されていてもよい。

2 . 各部の構成材料

( 1 ) 基板 1 0 0 ， 1 1 9

基板 1 0 0 ， 1 1 9 の構成材料としては、例えば、ガラス基板、石英基板

、 シ リコン基板、硫化モ リプデ ン、銅、亜鉛、アル ミニウム、ステ ン レス、

マグネシウム、鉄、ニッケル、金、銀などの金属基板、ガリウム砒素基など

の半導体基板、プラスチック基板等を採用することができる。

[0078] プラスチック基板としては、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂いずれの樹脂を

用いてもよい。例えば、ポ リエチレン、ポ リプロピレン、エチレン一プロピ

レン共重合体、エチレン—酢酸 ビニル共重合体 （E V A ) 等のポ リオレフィ

ン、環状ポ リオ レフイン、変性ポ リオ レフイン、ポ リ塩化ビニル、ポ リ塩化

ビニリデン、ポ リスチレン、ポ リアミ ド、ポ リイミ ド （P I ) 、ポ リアミ ド

イミ ド、ポ リ力一ボネ一 卜、ポ リ一 （4 _ メチルベンテン一 1 ) 、アイオノ

マ一、 アクリル系樹脂、ポ リメチルメタクリレ一 卜、 アクリル一スチレン共



重合体 （A S 樹脂）、 ブタジエン—スチ レン共重合体、ポ リオ共重合体 （E

V O H ) 、ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 、ポ リプチ レンテ レフタ

レ一 卜、ポ リエチ レンナフタ レ一 卜 （P E N ) 、 プ リシクロへキサンテ レフ

タ レ一 卜 （P C T ) 等のポ リエステル、ポ リエーテル、ポ リエーテルケ トン

、ポ リエ一テルスルホン （P E S ) 、ポ リエ一テルイミ ド、ポ リアセタ一ル

、ポ リフエ二 レンォキシ ド、変形ポ リフエ二 レンォキシ ド、ポ リア リレー 卜

、芳香族ポ リエステル （液晶ポ リマ一）、ポ リテ トラフルォ ロェチ レン、ポ

リフッ化 ビニ リデン、その他 フッ素系樹脂、スチ レン系、ポ リオ レフイン系

、ポ リ塩化 ビニル系、ポ リウレタン系、 フッ素 ゴム系、塩素化ポ リエチ レン

系等の各種熱可塑性エラス トマ一、エポキシ樹脂、 フエノール樹脂、ユ リア

樹脂、 メラミン樹脂、不飽和ポ リエステル、シ リコーン樹脂、ポ リウレタン

等、 またはこれ らを主 とする共重合体、 ブレン ド体、ポ リマ一ァロイ等が挙

げられ、 これ らのうち 1 種、 または 2 種以上を積層 した積層体を用いること

ができる。

[0079] ( 2 ) ゲー ト電極 1 0 1

ゲー ト電極 1 0 1 の構成材料 と しては、例えば、銅 （C u ) を含み構成 さ

れている。例えば、銅 （C u ) か らなる層 とモ リプデン （M o ) か らなる層

との積層体を採用することができる。

[0080] ただ し、ゲ一 卜電極 1 0 1 の構成 については、 これに限定されず、例えば

、 C u 単層や、 C u W の積層体などを採用することもできる し、次のよう

な材料 を採用することも可能である。

[0081 ] それ以外に採用することが可能な材料 と しては、 クロム （C r ) 、 アル ミ

ニゥ厶 （A I ) 、 タンタル （T a ) 、ニオブ （N b ) 、銀 （A g ) 、金 （A

u ) 、 プラチナ （P t ) 、パ ラジウム （P d ) 、 ィンジゥ厶 （I n ) 、ニ ッ

ケル （N i ) 、 ネオジム （N d ) な どの金属 も しくはそれ らの合金、 または

、酸化亜鉛、酸化スズ、酸化インジウム、酸化ガ リウムなどの導電性金属酸

化物 も しくは酸化インジウムスズ （I T O ) 、酸化インジウム亜鉛 （I z 〇

) 、酸化アル ミニウム亜鉛 （A Z O ) 、酸化ガ リウム亜鉛 （G Z O ) な どの



導 電性 金 属 複 合 酸 化 物 、 また は、 ポ リァニ リン、 ポ リピロ一ル 、 ポ リチ ォ フ

ェ ン、 ポ リアセ チ レンな どの導 電性 高 分 子 も しくは そ れ らに、 塩 酸 、 硫 酸 、

スル ホ ン酸 な どの酸 、 六 フ ッ化 リン、 五 フ ッ化 ヒ素 、 塩 化 鉄 な どのル イ ス酸

、 ヨ ウ素 な どのハ ロゲ ン原 子、 ナ トリウム、 カ リウム な どの金 属 原 子 な どの

ド一パ ン トを添 加 した もの、 も しくは、 力 一 ポ ン プ ラ ックや 金 属 粒 子 を分 散

した導 電性 の複 合 材 料 な どが挙 げ られ る。 また、 金 属微 粒 子 とグ ラ フ アイ ト

の よ うな導 電性 粒 子 を含 む ポ リマ 一 混 合 物 を用 い て も よ い。 これ らは、 1 種

また は 2 種 以 上 を組 み合 わ せ て 用 い る こ と もで きる。

[0082] ( 3 ) ゲ 一 卜絶 縁 層 1 0 2

ゲ 一 卜絶 縁 層 1 0 2 の構 成 と して は、 例 え ば、 酸 化 シ リコ ン （S i 〇） と

窒 化 シ リコ ン （S i N ) との積 層 体 を採 用 す る こ とが で きる。 た だ し、 ゲ 一

卜絶 縁 層 1 0 2 の構 成 は、 これ に限 定 され る もの で は な く、 ゲ 一 卜絶 縁 層

1 0 2 の構 成 材 料 と して は、 例 え ば、 電 気 絶 縁 性 を有 す る材 料 で あ れ ば、 公

知 の有 機 材 料 や 無機 材 料 の い ず れ も用 い る こ とが で きる。

[0083] 有 機 材 料 と して は、 例 え ば、 ア ク リル 系樹 脂 、 フ エ ノール 系樹 脂 、 フ ッ素

系樹 脂 、 エ ポ キ シ系樹 脂 、 イ ミ ド系樹 脂 、 ノボ ラ ック系樹 脂 な どを用 い形 成

す る こ とが で きる。

[0084] また、 無機 材 料 と して は、 例 え ば、 酸 化 ケ ィ素 、 酸 化 アル ミニ ウム、 酸 化

タ ンタル 、 酸 化 ジル コニ ウム、 酸 化 セ リウム、 酸 化 亜 鉛 、 酸 化 コバ ル トな ど

の金 属 酸 化 物 、 窒 化 ケ ィ素 、 窒 化 アル ミニ ウム、 窒 化 ジル コニ ウム、 窒 化 セ

リウ厶、 窒 化 亜 鉛 、 窒 化 コバ ル ト、 窒 化 チ タ ン、 窒 化 タ ンタル な どの金 属 窒

化 物 、 チ タ ン酸 バ リウム ス トロ ンチ ウム、 ジル コニ ウム チ タ ン酸 鉛 な どの金

属 複 合 酸 化 物 が挙 げ られ る。 これ らは、 1 種 また は 2 種 以 上 組 み合 わ せ て

用 い る こ とが で きる。

[0085] さ らに、 表 面 処 理 剤 （ODTS OTS HMDS PTS) な どで そ の表 面 を処 理 した も

の も含 まれ る。

[0086] ( 4 ) チ ャネル 層 1 0 3

チ ャネル 層 1 0 3 の構 成 と して は、 ア モ ル フ ァ ス 酸 化 イ ンジ ウム ガ リウム



亜鉛 （I G Z 〇）か らなる層を採用することができる。チャネル層 1 0 3 の

構成材料は、 これに限定されるものではな く、インジウム （I n ) 、 ガ リウ

厶 （G a ) 、亜鉛 （Z n ) か ら選択される少な くとも一種を含む酸化物半導

体を採用することができる。

[0087] また、チャネル層 1 0 3 の層厚については、例えば、 2 0 [ n m ] 〜 2 0

0 [ n m ] の範囲とすることができ、表示パネル 1 0 に形成されている全て

のチャネル層 1 0 3 で層厚が同一である必要はな く、一部が異なるように設

定することもできる。

[0088] ( 5 ) チャネル保護層 1 0 4

チャネル保護層 1 0 4 の構成 としては、酸化シ リコン （S i 0 ) か らなる

層を採用することができる。ただ し、チャネル保護層 1 0 4 の構成材料は、

これに限定されるものではな く、例えば、酸窒化シ リコン （S i O N ) 、窒

化シ リコン （S i N ) 、あるいは酸化アル ミニウム （A I O x ) を用いるこ

とができる。 また、上記のような材料を用いた層を複数積層することで構成

することもできる。

[0089] また、チャネル保護層 1 0 4 の層厚については、例えば、 5 0 [ n m ] 〜

5 0 0 [ n m ] の範囲とすることができる。

[0090] ( 6 ) ソース電極 1 0 5 および ドレイン電極 1 0 6

ソース電極 1 0 5 および ドレイン電極 1 0 6 の構成 としては、銅マンガン

( C u M n ) とモ リプデン （M o ) との積層体を採用することができる。

[0091 ] なお、 ソース電極 1 0 5 および ドレイ ン電極 1 0 6 の層厚については、例

えば、 1 0 0 [ n m ] 〜 5 0 0 [ n m ] の範囲とすることができる。

[0092] ( 7 ) 層間絶縁層 1 0 7

層間絶縁層 1 0 7 の構成 としては、酸化シ リコン （S i 0 ) か らなる層を

採用することができる。

[0093] ( 8 ) 上部電極 1 0 8

上部電極 1 0 8 の構成 としては、 ソース電極 1 0 5 および ドレイン電極 1

0 6 などと同様に、銅マンガン （C u M n ) とモ リプデン （M o ) との積層



体を採用することができる。ここで、上部電極 1 0 8 においては、C u から

なる層がZ 軸方向上部となる構成となっている。

[0094] ( 9 ) パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9

パッシベ一シヨン層 1 0 9 の構成としては、窒化シリコン （S i N ) から

なる層を採用することができる。

[0095] なお、パッシベ一シヨン層 1 0 9 の層厚については、例えば、 5 0 [ n m

] 〜 1 5 0 [ n m ] の範囲、例えば、 1 0 0 [ n m ] とすることができる。

[0096] ( 1 0 ) 平坦化層 1 1 0

平坦化層 1 1 0 の構成は、ポ リイミ ドからなる層を採用することができる

。ただ し、ポ リイミ ドからなる層以外にも、ポ リアミ ド、アクリル系樹脂材

料などの有機化合物からなる層を採用することもできる。

[0097] なお、平坦化層 1 1 0 の層厚については、 4 . 0 [ m 〜 5 . 0 [ m

] の範囲、例えば、 4 . 5 [ m ] とすることができる。

[0098] ( 1 1 ) アノー ド1 1 1

アノー ド1 1 1 は、銀 （A g ) またはアルミニウム （A I ) を含む金属材

料から構成されている。 トップェ ミッシ ョン型の本実施の形態に係る表示パ

ネル 1 0 の場合には、その表面部が高い反射性を有することが好ましい。

[0099] なお、アノー ド1 1 1 については、上記のような金属材料からなる単層構

造だけではなく、金属層と透明導電層との積層体を採用することもできる。

透明導電層の構成材料としては、例えば、酸化インジウムスズ （I T O ) や

酸化インジウム亜鉛 （I z 〇）などを用いることができる。

[01 00] なお、本実施の形態では、アノー ド1 1 1 と有機発光層との間の機能層、

例えば、ホール注入層などについては図示および説明を省略 しているが、こ

れら機能層を挿入 した構成を採用することもできる。

[01 0 1 ] 例えば、ホール注入層を採用する場合には、その構成材料として、例えば

、銀 （A g ) 、モリプデン （M o ) 、クロム （C r ) 、バナジウム （V ) 、

タングステン （W) 、ニッケル （N i ) 、ィリジゥ厶 （I r ) などの酸化物

、あるいは、 P E D O T (ポ リチォフェンとポ リスチレンスルホン酸との混



合物）な どの導電性ポ リマ一材料 を採用することがで きる。

[01 02] なお、金属酸化物か らなるホール注入層 を採用する場合 には、 P E D O T

な どの導電性ポ リマ一材料 を用いる場合 に比べて、ホール を安定的に、 また

はホールの生成 を補助 して、有機発光層 に対 しホール を注入する機能 を有 し

、大 きな仕事関数 を有する、 という観点か ら有効である。

[01 03] ( 1 ) バ ンク 1 1 2

バ ンク 1 1 2 は、樹脂等の有機材料 を用い形成 されてお り絶縁性 を有する

。バ ンク 1 1 2 の形成 に用いる有機材料の例 と しては、 アク リル系樹脂、ポ

リイミ ド系樹脂、 ノボラック型 フエノール樹脂等があげ られる。バ ンク 1 1

2 は、有機溶剤耐性 を有することが好 ま しい。 さ らに、バ ンク 1 1 2 は、製

造工程 中において、エ ッチング処理、ベ一ク処理な ど施 されることがあるの

で、それ らの処理 に対 して過度 に変形、変質な どを しないような耐性の高い

材料で形成 されることが好 ま しい。 また、表面 に撥水性 をもたせ るために、

表面 をフッ素処理することもで きる。

[01 04] なお、バ ンク 1 1 2 を親液性の材料 を用い形成 した場合 には、バ ンク 1 1

2 の表面 と有機発光層の表面 との親液性 / 撥液性の差異が小 さ くな り、有機

発光層 を形成するために有機物質 を含んだインクを、バ ンク 1 1 2 が規定す

る開口部 内に選択的に保持 させ ることが困難 とな って しまうためである。

[01 05] さ らに、バ ンク 1 1 2 の構造 については、図 6 ( a ) に示すような一層構

造だけでな く、二層以上の多層構造 を採用することもで きる。 この場合 には

、層毎 に上記材料 を組み合わせ ることもで きる し、層毎 に無機材料 と有機材

料 とを用いることもで きる。

[01 06] ( 1 3 ) 有機発光機能層 1 1 3

有機発光機能層 1 1 3 における有機発光層 と しては、ホール と電子 とが注

入され再結合 されることによ り励起状態が生成 され発光する機能 を有する。

有機発光層の形成 に用いる材料 は、湿式印刷法 を用い成膜で きる発光性の有

機材料 を用いることが必要である。

[01 07] 具体的には、例 えば、特許公開公報 （日本国 特開平 5 _ 1 6 3 4 8 8 号



公報）に記載のォキシノイ ド化合物、ペ リレン化合物、 クマ リン化合物、 ァ

ザクマ リン化合物、ォキサ ゾ一ル化合物、ォキサジァゾ一ル化合物、ペ リノ

ン化合物、 ピロ口 ピロ一ル 化合物、 ナ フタ レン化合物、 ア ン トラセ ン化合物

、 フル オ レン化合物、 フル オ ラ ンテ ン化合物、テ トラセ ン化合物、 ピレン化

合物、 コロネン化合物、 キノロン化合物及び ァザキノロン化合物、 ビラゾ リ

ン誘導体及び ピラゾロ ン誘導体、 ローダ ミ ン化合物、 ク リセ ン化合物、 フ エ

ナ ン トレン化合物、 シ クロペ ンタジェ ン化合物、 ス チル ベ ン化合物、 ジフ エ

二ルキノン化合物、スチ リル化合物、 ブタジエン化合物、 ジシァノメチ レン

ピラン化合物、 ジシァノメチ レンチォ ピラン化合物、 フルォ レセイン化合物

、 ピリリウ厶化合物、チア ピリリウ厶化合物、セ レナ ピリリウ厶化合物、テ

ル 口ピリリゥ厶化合物、芳香族 アルダジェン化合物、ォ リゴフェニ レン化合

物、チォキサ ンテ ン化合物、 アンスラセン化合物、 シァニン化合物、 ァク リ

ジン化合物、 8 _ ヒ ドロキシキノ リン化合物の金属錯体、 2 — ビピリジン化

合物の金属錯体、 シ ッフ塩 と I I I 族金属 との錯体、ォキシン金属錯体、希

土類錯体な どの蛍光物質で形成 されることが好 ま しい。

[01 08] なお、有機発光層 と力ソー ド1 1 4 との間に、電子輸送層 を挿入すること

もで きる。

[01 09] 電子輸送層は、 力ソー ド1 1 4 か ら注入された電子を有機発光層へ輸送す

る機能 を有 し、例 えば、ォキサジァゾ一ル誘導体 （O X D ) 、 卜リアゾ一ル

誘導体 （T A Z ：) 、 フ エナ ンス ロ リン誘導体 （B C P 、 B p h e n ) な どを

用い形成 されている。

[01 10] ( 1 4 ) 力 ソ一 ド1 1 4

力ソー ド1 1 4 は、例 えば、酸化インジウムスズ （I T O ) 若 しくは酸化

インジウム亜鉛 （I Z O ) な どを用い形成 される。本実施の形態のように、

トップェ ミッシ ョン型の本実施の形態 に係 る表示パネル 1 0 の場合 において

は、光透過性の材料で形成 されることが必要 となる。光透過性 については、

透過率が 8 0 [%] 以上 とすることが好 ま しい。

[01 11] ( 1 5 ) 封止層 1 1 5



封止層 1 1 5 は、有機発光層な どの有機層が水分 に晒された り、空気に晒

された りすることを抑制する機能 を有 し、例 えば、窒化 シ リコ ン （S i N )

、酸窒化 シ リコ ン （S i O N ) な どの材料 を用い形成 される。 また、窒化シ

リコ ン （S i N ) 、酸窒化 シ リコ ン （S i O ) な どの材料 を用い形成 され

た層の上 に、 アク リル樹脂、 シ リコーン樹脂な どの樹脂材料か らなる封止樹

脂層 を設 けてもよい。

[01 12] 封止層 1 1 5 は、 トップェ ミッシ ョン型である本実施の形態 に係 る表示パ

ネル 1 0 の場合 においては、光透過性の材料で形成 されることが必要 となる

[01 13] ( 1 6 ) カラ一フィルタ層 1 1 7

カラ一フィルタ層 1 1 7 と しては、赤色 （R ) 、緑色 （G ) 、青色 （B )

の各色の波長域の可視光 を選択的に透過する、公知の材料か ら構成 される。

例 えば、 ァク リル樹脂 をベースに形成 されている。

[01 14] ( 1 7 ) ブラ ックマ トリクス層 1 1 8

ブラックマ トリクス層 1 1 8 は、例 えば、光吸収性 および遮光性 に優れる

黒色顔料 を含む紫外線硬化樹脂材料か ら構成 されている。具体的な紫外線硬

化樹脂材料 と しては、例 えば、 アク リル樹脂等がある。

3 . コンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の開設

次 に、上記のような製造過程の内、平坦化層 1 1 0 およびパ ッシベ一シ ョ

ン層 1 0 9 へのコンタク 卜孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の開設工程 について、図 7

か ら図 9 を用い詳細説明を行 う。

[01 15] 図 7 の （a ) 部 〜 （d ) 部、 および図 8 の （a ) 部 〜 （c ) 部 は、図 3 の

( b ) 部 〜 （c ) 部、 および図 4 の （a ) 部 〜 （b ) 部 の工程 を詳細 に示す

実施例 に係 る各工程での模式断面図であ って、図 9 の （a ) 部 〜 （d ) 部 は

、その比較例 に係 る対応する工程での模式断面図である。

[01 16] (実施例）

図 7 の （a ) 部 に示すように、表示パネル 1 0 の製造過程 において、層間

絶縁層 1 0 7 、上部電極 1 0 8 、パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 0 、 および平坦



化層 1 1 0 0 を Z 軸方向下側か ら順 に積層形成する。 この とき、本実施例で

は、パ ッシベ 一 シ ヨン層 1 0 9 0 の層厚 を 1 0 0 [ n m ] と し、平坦化層 1

1 0 0 の層厚 を 4 . 5 [ m ] と している。

[01 17] 構成材料 については、パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 0 が 3 i N であ り、平坦

化層 1 1 0 0 がポ リイミ ドである。 また、上部電極 1 0 8 については、 Z 軸

方向下側か らM o 層 とC u M n 層 とが順 に積層 された積層体である。

[01 18] 次 に、図 7 の （b ) 部 に示すように、 リソグラフィによ り平坦化層 1 1 0

の表面側か らコンタク 卜孔 1 1 0 1 a を開設 してゆ く。

[01 19] 図 7 の （c ) 部 に示すように、 コンタク ト孔 1 1 0 a の底部 にパ ッシベ 一

シ ヨン層 1 0 9 0 の表面 1 0 9 0 a が露 出するまで、平坦化層 1 1 0 へのコ

ンタク 卜孔 1 1 0 a の 開設 を行 う。

[01 20] 次 に、図 7 の （d ) 部 に示すように、 コンタク ト孔 1 1 0 a が開設 された

平坦化層 1 1 0 をマスクと して、 ドライエ ッチングによ りパ ッシベ 一 シ ヨン

層 1 0 9 1 にコンタク 卜孔 1 0 9 1 a の開設 を行 う。 ドライエ ッチングの条

件 は、次の通 りである。

[01 2 1 ] C F 4 0 2= 1 0 8 0 / 1 0 [ s c c m ]

P r e s s u r e = 1 5 〜 5 0 [ m T o r r ] (例 えば、 3 0 [ m T o r

r ] )

S o u r c e , B i a s = 3 0 0 0 [W]

なお、上記条件 中におけるガス流量の単位 （s c c m ) については、温度

0 [ °C ] で 1 0 1 3 [ h P a ] ( 1 [ a t m ] ) での値である。

[01 22] ドライエ ッチングによ り、パ ッシベ 一 シ ヨン層 1 0 9 1 の コンタク ト孔 1

0 9 1 a の底部 には、上部電極 1 0 8 の表面 1 0 8 a が露 出する。 この とき

、二点鎖線で囲んだ部分 に示すように、パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 1 におけ

るコンタク ト孔 1 0 9 1 a を臨む内壁面 1 0 9 1 a には、殆 どフッ化膜 は形

成 されていない。一方、平坦化層 1 1 0 におけるコンタク ト孔 1 1 0 a を臨

む側壁 には、 フッ化膜 1 2 0 が形成 される。

[01 23] なお、本実施例では、 コンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a のアスペ ク ト比 は



、略 1 0 0 % である。

[01 24] 図 8 の （a ) 部 に示すように、本実施例 に係 る製造方法では、パ ッシベ一

シ ヨン層 1 0 9 に対するコンタク ト孔 1 0 9 a の開設がなされた後、オーバ

—エ ッチング処理 を行 う。 これによ り、二点鎖線で囲んだ部分 に示すように

、平坦化層 1 1 0 およびパ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 におけるコンタク ト孔 1

1 0 a , 1 0 9 a を臨む内壁面は、 フッ化膜 1 2 1 で被覆 されるに至 る。な

お、上部電極 1 0 8 におけるコンタク ト孔 1 0 9 a の底 に露出する表面 につ

いても、 フッ化膜 1 2 1 で被覆 （フッ素 を含む電極被膜が形成）されること

になる。

[01 25] なお、本明細書 において 「フッ化膜」 とは、単 に " フッ素 を含む膜 " とい

うものであ って、必ず しもフッ素が化合物化 して存在する膜 に限定されるも

のではない。

[01 26] ここで、オーバ一エ ッチングの時間について、本発明者等の検討結果 よ り

、図 7 の （a ) 部 に示すエ ッチング開始か ら図 7 の （d ) 部 に示す上部電極

1 0 8 の表面 1 0 8 a が露 出 した状態 となるまでの時間を T 0とするとき、図

7 の （d ) 部 に示す状態 にな った後、図 8 の （a ) 部 に示す状態 に至 るまで

の時間 を次のようにすることが好 ま しい。

[01 27] [ 数 2 ] 7 1 5 O % X T 0

例 えば、時間 丁0が 3 5 [ s e c . ] と仮定 した場合 には、時間 を 2 4 .

5 [ s e c . ] 以上 8 7 . 5 [ s e c . ] 以下 とすることがで きる。

[01 28] なお、上記時間 については、 ドライエ ッチングの条件や、各層の構成材

料な どによっても異なるので、それ らごとに最適な時間を規定することが好

ま しい。

[01 29] 続 いて、図 8 の （b ) 部 に示すように、 ドライエ ッチングの後 に純水な ど

による洗浄処理 を実行する。 この とき、 コンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の

内部 には、水滴 5 0 0 が入 り込む ことがある。

[01 30] 図 8 の （b ) 部 に示すように、 コンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の内部 に

水滴 5 0 0 が入 り込んだ場合 にあ っても、本実施例 に係 る製造方法では、ェ



ァ一プロ一によ りコンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の内部の水滴 5 0 0 につ

いても除去することがで きる。 これは、図 8 の （a ) 部 に示 したように、ォ

—バ一エ ッチング処理の実行 によ り、平坦化層 1 1 0 およびパ ッシベ一シ ョ

ン層 1 0 9 の コンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a を臨む内壁面がフッ化膜 1 2

1 で被覆 されることによるものである。 よって、本実施例 に係 る製造方法で

は、上部電極 1 0 8 におけるコンタク 卜孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の底 に露出す

る表面 1 0 8 c への水滴の残留を防 ぐこ とがで きる。

[01 3 1 ] 従 って、本実施例 に係 る製造方法では、上部電極 1 0 8 の表面 1 0 8 c に

金属酸化膜が形成 されることが抑制 され、 アノー ド1 1 1 との良好なコンタ

ク 卜をとることがで きる。

[01 32] (比較例）

—方、図 9 の （a ) 部 に示すように、層間絶縁層 8 0 7 および上部電極 8

0 8 が順 に積層 され、その上 に積層 されたパ ッシベ一シ ヨン層 8 0 9 1 およ

び平坦化層 8 1 0 にコンタク ト孔 8 1 0 a ， 8 0 9 1 a を開設する。比較例

においても、平坦化層 8 1 0 へのコンタク 卜孔 8 1 0 a の開設 には リソグラ

フィを用い、パ ッシベ一シ ョン層 8 0 9 1 への コンタク 卜孔 8 0 9 1 a の開

設 には ドライエ ッチングを用いる。

[01 33] 比較例 に係 る製造方法では、 コンタク ト孔 8 1 0 a 、 8 0 9 1 a の底 に上

部電極 8 0 8 の表面 8 0 8 a が露 出 した時点でェ ッチングを終 了する。二点

鎖線で囲んだ部分 に示すように、エ ッチングの終 了時においては、平坦化層

8 1 0 におけるコンタク ト孔 8 1 0 a を臨む内壁面はフッ化膜 8 2 0 で被覆

されているが、パ ッシベ一シ ヨン層 8 0 9 1 におけるコンタク 卜孔 8 0 9 1

a を臨む内壁面 には、殆 どフッ化膜 は積層 されていない状態である。

[01 34] 続 いて、図 9 の （b ) 部 に示すように、純水な どを用い洗浄 を行 う。 この

際には、上記実施例 と同様 に、 コンタク ト孔 8 1 0 a , 8 0 9 1 a の内部 に

水滴 5 0 0 が入 り込む ことがある。

[01 35] 次 に、図 9 の （c ) 部 に示すように、エア一プロ一を行 うことで水滴 を除

去 しょうとするのであるが、 コンタク ト孔 8 0 9 1 a の底部分 に水滴の一部



5 0 1 が残留することがある。 これは、図 9 の （a ) 部 における二点鎖線で

囲んだ部分 に示すように、パ ッシベ一シ ヨン層 8 0 9 1 におけるコンタク 卜

孔 8 0 9 1 a を臨む内壁面がフッ化膜で覆われていないことによるものであ

る。即ち、パ ッシベ一シ ヨン層 8 0 9 1 におけるコンタク 卜孔 8 0 9 1 a を

臨む内壁面は、撥液性が弱 く、 このため、 コンタク ト孔 8 0 9 1 a の底部分

に入 り込んだ水滴の一部 5 0 1 が除去 され に く し、。

[01 36] このようにコンタク ト孔 8 0 9 1 a の内部の水滴 5 0 0 を除去 しきれず、

水滴の一部 5 0 1 が残留 した状態 （濡れた状態）では、図 9 の （d ) 部 に示

すように、 コンタク ト孔 8 1 0 a ， 8 0 9 1 a の底 において上部電極 8 0 8

の表面 に金属酸化膜 8 2 2 が被覆 されるに至 る。 よって、比較例 に係 る製造

方法では、上部電極 8 0 8 とァノ一 ドとの良好なコンタク 卜をとれないこと

になる。

[01 37] 4 . コンタク ト孔 を臨む周囲の状態

上記実施例 に係 る製造方法 を用いてコンタク 卜孔 を開設 した場合 と、比較

例 に係 る製造方法 を用いてコンタク 卜孔 を開設 した場合 とについて、 コンタ

ク 卜孔 を臨む周囲の状態 を説明する。

[ 0 138] (実施例）

上記実施例 に係 る製造方法 を用いコンタク 卜孔 を開設 した場合 には、図 1

0 ( a ) に示すように、 コンタク ト孔の底 に露出する上部電極 1 0 8 の表面

1 0 8 c には金属酸化膜が被覆 されていることはない。図 1 0 ( b ) に示す

ように、断面 を見ても、 コンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の底 には、上部電

極 1 0 8 の表面 1 0 8 c が露 出 し、金属酸化膜の被覆 はない。

[ 0 139] (比較例）

—方、図 1 0 ( c ) に示すように、比較例 に係 る製造方法 を用いコンタク

卜孔 を開設 した場合 には、 コンタク 卜孔の底 に露出する上部電極 8 0 8 の表

面 8 0 8 b の一部 （コンタク ト孔の内縁 に近い部分）の上 に金属酸化膜 （C

u 〇x膜）が形成 されている。図 1 0 ( d ) に示すように、断面 を見ても、 コ

ンタク 卜孔の底 には、上部電極 8 0 8 の表面 8 0 8 b の一部 を被覆するよう



に金属酸化膜 （C u 〇x膜） 8 2 2 が形成 されている。

[0140] 以上の結果か らも、実施例 に係る製造方法を用いれば、上部電極 1 0 8 と

アノー ド1 1 1 との間の良好なコンタク トを確保することができる。

4 . 上部電極 1 0 8 の表面のフッ化膜 1 2 1 による被覆

上記のように、上記実施の形態に係る製造方法では、 コンタク ト孔 1 0 9

a の開設工程 において、オーバ一エ ッチングを実行することで、上部電極 1

0 8 の表面 もフッ化膜 1 2 1 で被覆 されることになる （図 8 の二点鎖線で囲

んだ部分を参照）。 このため、上部電極 1 0 8 とアノー ド1 1 1 とのコンタ

ク 卜の観点か ら、間に介揷 されることになるフッ化膜 1 2 1 について検討 し

た。

[0141 ] 先ず、図 1 1 に示すように、 コンタク ト孔 1 0 9 a の底においては、上部

電極 1 0 8 の表面 1 0 8 には〇 リF 2や C u F 〇H が形成 されていることが

推定できる。

[0142] 次 に、図 1 2 ( a ) に示すように、 コンタク ト孔 1 0 9 a の底において、

上部電極 1 0 8 とアノー ド1 1 1 との間に介揷 されるフッ化膜 1 2 1 の膜厚

t Fが 3 [ n m ] 以下 （例えば、 2 〜 3 n m ) となるように抑えれば、上部電

極 1 0 8 とアノー ド1 1 1 との間の良好なコンタク トを確保するうえで問題

を生 じないと考え られる。換言すると、オーバ一エ ッチングの時間 につい

ては、膜厚 t Fが 3 [ n m ] 以下 となるように抑えることができる時間とする

ことが好ま しいといえる。

[0143] —方、図 1 2 ( b ) に示すように、オーバ一エ ッチングの時間を長 くしす

ぎると、平坦化層 8 6 0 およびパ ッシベ一シ ヨン層 8 5 9 におけるコンタク

卜孔 8 6 0 a を臨む内壁面を被覆するフッ化膜 8 7 1 の膜厚は厚 くなる。 こ

のため、上部電極 8 5 8 の表面への金属酸化膜の形成 を抑制するという観点

か らは好ま しい。

[0144] しか しなが ら、図 1 2 ( b ) に示すように、上部電極 8 5 8 とアノー ド8

6 1 との間に介揷 されるフッ化膜 8 7 1 の膜厚 t F2が 3 [ n m ] を超えて しま

うと、 フッ化膜 8 7 1 の介在により上部電極 8 5 8 とアノー ド8 6 1 との間



の良好なコンタク 卜をとることが困難となる。

[0145] 以上より、オーバ一エッチングの時間ん については、上部電極 1 0 8 の上

に形成されるフッ化膜 1 2 1 の膜厚 レが 3 [ n m ] を超えない時間とするこ

とが好ましい。

[0146] [ 変形例]

変形例に係る表示パネル 1 5 の構成について、図 1 3 を用い説明する。図

1 3 では、表示パネル 1 5 の一部構成だけを抜き出して図示 している。また

、図 1 3 においては、上記実施の形態と同じ構成部分には同一の符号を付 し

ている。

[0147] 図 1 3 に示すように、表示パネル 1 5 においては、 T F T 層のソース電極

1 5 5 および ドレイン電極 1 0 6 の上を被覆するように、パッシベ一シヨン

層 1 5 9 および平坦化層 1 6 0 が積層形成されている。即ち、本変形例では

、ソース電極 1 5 5 とアノー ド1 6 1 とが、間に上部電極を介することなく

接続されている。

[0148] 本変形例に係る表示パネル 1 5 の製造過程でも、パッシベ一シヨン層 1 5

9 および平坦化層 1 6 0 を積層形成 した後に、ソース電極 1 5 5 上の一部を

露出させるコンタク ト孔を開設 し、その後にアノー ド1 6 1 を形成する。そ

して、コンタク ト孔の開設にあたっては、上記実施の形態と同様にオーバ一

エッチング処理を行い、パッシベ一シヨン層 1 5 9 および平坦化層 1 6 0 に

おけるコンタク ト孔を臨む内壁面をフッ化膜で被覆する。これにより、コン

タク 卜孔の底に露出するソース電極 1 5 5 の表面への金属酸化膜の形成を抑

制することができる。

[0149] 従って、本変形例においても、ソース電極 1 5 5 とアノー ド1 6 1 との間

に良好なコンタク 卜をとることができる。

[01 50] [ その他の事項]

上記実施の形態および変形例では、 S i N からなるパッシベ一シヨン層 1

0 9 ， 1 5 9 を採用 したが、本発明は、これに限定を受けない。フッ素系の

ガスで ドライエツチング可能な材質の層であれば採用することが可能である



。そ して、複数の層 を積層 してなるパ ッシベ一シ ヨン層 を採用することもで

きる。

[01 5 1 ] また、上記実施の形態および変形例では、各電極材料 にC u を含む金属材

料 を採用することと したが、本発明は、電極材料 をこれに限定するものでは

ない。例 えば、 C u の他 に、 アル ミニウム （A I ) 、 モ リプデ ン （M o ) 、

タングステ ン （W) 、チタン （T i ) な どを採用することもで きる。 この場

合 にも、金属酸化膜の形成 を抑制するという観点か ら、上記実施の形態およ

び変形例 と同様の製造方法 を採用することが好 ま しい。

[01 52] また、上記実施の形態および変形例では、 コンタク ト孔 1 1 0 a ， 1 0 9

a の開設後 における洗浄 に、純水 を用いたが、本発明はこれに限定されるも

のではない。水 を含む洗浄液 を用いることがで きる。ただ し、平坦化層 1 1

0 ， 1 6 0 にポ リイミ ドな どの樹脂層 を採用する場合 においては、有機洗浄

液 を用いることは避 けることが好 ま しい。洗浄時における平坦化層 1 1 0 ，

1 6 0 への洗浄液の影響 を避 けるためである。

[01 53] また、上記実施の形態および変形例では、表示素子部の構成 と して、 T F

T 層の側 にアノー ド1 1 1 ， 1 6 1 を配 し、有機発光機能層 1 1 3 を挟んだ

上方 に力ソー ド1 1 4 を配する構成 を採用 したが、 アノー ドと力ソー ドの位

置が逆転 してもよい。

[01 54] また、上記実施の形態および変形例では、表示パネル 1 0 ， 1 5 と して有

機 E L 表示パネル を一例 と して採用 したが、本発明はこれに限定されるもの

ではない。例 えば、無機 E L 表示パネルや電界放 出 （F E ) 表示パネル、 さ

らには液晶 （L C ) 表示パネルな どを採用することもで きる。

[01 55] また、上記実施の形態および変形例では、エア一プロ一について、一例 と

して、 3 0 [ m m s e c . ] 〜 7 0 [ m m s e c . ] の木目対速度 （エア

—プロ一の ノズル と基板 との相対速度）を以 つて ドライエア一を吹 き付 ける

ことと した。エア一プロ一の温度条件な どを含む各条件 については、本発明

の効果 を得 る上であまり大 きく影響 しないと考 え られる。

[01 56] また、上記実施の形態および変形例では、 コンタク ト孔 に対する洗浄およ



びエア一プロ一を実行することと したが、 これ らは必須の要件ではない。洗

浄 を行わない場合 においても、 コ ンタク 卜孔 を臨む内壁面および底 に露出す

る上部電極等 に対 しては、構成 中の水分や、環境 中に含 まれる水分な どが付

着することが考 え られるが、本発明に係 る方法 を採用すれば、 これ らの水分

による上部電極表面への酸化被膜の形成 を効果的に抑制することがで き、 T

F T 層の上部電極 と表示素子部のア ノー ドな どとの良好な コ ンタク 卜をとる

ことがで きる。

[01 57] また、上記変形例では、 ソー ス 電極 1 5 5 とア ノー ド 1 6 1 とを接続する

ことと したが、デバイス構造 によっては ドレイン電極 1 0 6 とアノー ドとを

接続する構成 を採用することも適宜可能である。

[01 58] また、上記実施の形態および変形例では、オーバ一エ ッチング処理 を行 う

ことによ り、パ ッシベ一シ ヨン層 1 0 9 ， 1 5 9 におけるコンタク 卜孔 1 0

9 a を臨む内壁面 をフッ化膜 1 2 1 で被覆することと したが、本発明は、 フ

ッ化膜の形成 をこれに限定するものではない。例 えば、 フッ素系のガスを別

にコンタク 卜孔 1 1 0 a ， 1 0 9 a の内部 に充填するように してもよい。た

だ し、上記実施の形態および変形例のように、オーバ一エ ッチング処理の実

行 によ りフッ化膜 1 2 1 を形成することとすれば、別途の製造工程 を追加す

る必要がな く、生産効率 という観点か ら優れる。

[01 59] また、上記実施の形態および変形例では、平坦化層 1 1 0 ， 1 6 0 へのコ

ンタク 卜孔の開設 に リソグラフィを用いたが、本発明はこれに限定されるも

のではない。例 えば、 ドライエ ッチングや ウエッ トエ ッチングを用いてもよ

い。

産業上の利用可能性

[01 60] 本発明は、優れた表示品質 を有するアクテ ィブマ トリクス型表示装置 を実

現するのに有用である。

符号の説明

[01 6 1 ] 1 . 表示装置

1 0 、 1 5 . 表示パネル



. 駆動 制御回路部

〜 2 4 . 駆動 回路

. 制御回路

， 1 1 9 . 基板

. ゲー ト電極

. ゲ一 ト絶縁層

. チ ャネル層

， 1 0 4 0 . チ ャネル保護層

， 5 5 . ソース電極

. ドレイン電極

， 1 0 7 0 . 層 間絶縁層

. 上部電極

， 1 5 9 ， 1 0 9 0 ， 1 0 9 1 . パ ッシベ一シ ョン層

a . コンタク 卜下孔

， 1 6 0 ， 1 1 0 0 . 平坦化層

a . コンタク 卜上孔

， 1 6 1 . ア ノー ド

. バ ンク

. 有機発光機能層

. 力ソ一 ド

. 封止層

. 樹脂層

. カラ一フィルタ層

. ブラックマ トリクス層

, 1 2 1 . フ ッ化膜

. 水滴



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板上 に T F T 層 を形成する工程 と、

前記 T F T 層上 に平坦化層 を形成する工程 と、

前記平坦化層上 に表示素子部 を形成する工程 と、

を備 え、

前記 T F T 層 を形成する工程 には、 ソー ス 電極 も しくは ドレイ ン電

極、 またはその一方の電極 に接続 された接続用電極 の何れかの電極 を

被覆するパ ッシベ一シ ヨン層 を、前記平坦化層 と境界 を接する状態で

形成するサ プ工程が含 まれ、

前記表示素子部 を形成する工程 には、前記平坦化層 と境界 を接する

状態で下部電極 を形成するサ プ工程が含 まれ、

前記何れかの電極 と前記下部電極 との接続は、

底部 に前記パ ッシベ一シ ヨン層の表面が露出するまで、前記平坦化

層 にコ ンタク 卜孔 を開設 し、

前記平坦化層のコンタク 卜孔の底部 に露出するパ ッシベ一シ ヨン層

に対 して、 フッ素 を含むガスを用いた ドライエ ッチングによ り、前記

平坦化層のコンタク 卜孔 に連通 し、底部 に前記何れかの電極 が露出す

る コ ンタク 卜孔 を開設 し、

前記 コンタク 卜孔の底 に前記何れかの電極 が露出 した後、前記パ ッ

シべ一シ ヨン層 における前記 コンタク 卜孔 を臨む内壁面 に対 し、組成

中にフッ素 を含む撥液膜 を形成 し、

前記下部電極 を形成するサ ブ工程で、前記 コ ンタク 卜孔 を臨む前記

平坦化層および前記 / 《ッシベ一シ ヨン層の内壁面 に沿 つて、前記下部

電極 を形成する

ことによ りなされる

ことを特徴 とするアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法。

[ 請求項2] 前記撥液膜の形成 は、前記 コンタク ト孔の底 に前記何れかの電極 の

表面が露出 した後、 さ らに前記パ ッシベ一シ ヨン層 における前記 コン



タク 卜孔 を臨む内壁面 を前記ガスに晒す ことによ り行われる

請求項 1 記載のアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法。

前記 コンタク 卜孔の開設 を開始 してか ら、前記 コンタク 卜孔の底 に

前記何れかの電極 の表面が露出するまでの時間を τ 0と し、

前記撥液膜の形成のために、前記パ ッシベ一シ ヨン層 における前記

コンタク 卜孔 を臨む内壁面 を前記ガスに晒す時間を とするとき、

7 O % X T ≤ T ,≤ 1 5 O % X T

の関係 を満たす

請求項 2 記載のアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法。

前記撥液膜の形成後 においては、前記 コンタク 卜孔の底 に露出する

前記何れかの電極 の表面 に、 フッ素 を含む電極被膜が形成 されてな り

前記前記撥液膜の形成のために、前記パ ッシベ 一 シ ヨン層 における

前記 コンタク 卜孔 を臨む内壁面 を前記ガスに晒す時間 は、前記電

極被膜の膜厚が 3 n m以下 となるように規定されている

請求項 2 記載のアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法。

前記組成 中にフッ素 を含む撥液膜の形成後であ つて、前記下部電極

の形成前 において、

前記 コンタク ト孔内を含む前記平坦化層および前記 / 《ッシベ 一 シ ョ

ン層の表面 を水 を含む洗浄液で洗浄 し、

前記 コンタク ト孔内を含む前記平坦化層および前記 / 《ッシベ 一 シ ョ

ン層の表面 に対 し、エア一またはガスを吹 き付 けて、前記 コンタク ト

孔内を含む前記平坦化層および前記 / 《ッシベ一シ ヨン層の表面 に残 る

前記洗浄液 を除去する

請求項 1 記載のアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法。

前記何れかの電極 は、銅 も しくは銅合金 を用い形成 されている

請求項 1 記載のアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネルの製造方法。

基板上 に、 T F T 層、平坦化層、 および表示素子部が この順 に形



成 されてなるアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネルであ って、

前記 T F T 層 には、 ソー ス 電極 も しくは ドレイ ン電極、 またはその

一方の電極 に接続 された接続用電極 の何れかの電極 と、 当該何れかの

電極 を被覆 し、前記平坦化層 を境界 を接するパ ッシベーシ ヨン層 とが

含 まれてお り、

前記表示素子部 には、前記平坦化層 と境界 を接する状態で形成 され

てなる下部電極 が含 まれ、

前記下部電極 は、前記平坦化層および前記パ ッシベ一シ ヨン層 を連

続 して貫通する コ ンタク 卜孔 を通 し、前記平坦化層および前記パ ッシ

ベ一シ ヨン層 における前記 コンタク 卜孔 を臨む内壁面 に沿 って一部が

形成 されることによ り、前記 コンタク 卜孔の底で前記何れかの電極 に

対 して電気的に接続 されてお り、

前記平坦化層および前記 / 《ッシベ一シ ヨン層 における前記 コンタク

卜孔 を臨む内壁面 と、前記下部電極 との間には、 フッ素 を含む膜が介

揷 されてお り、

前記 コンタク 卜孔の底 において、前記下部電極 と前記何れかの電極

との間には、 フッ素 を含む電極被膜が介揷 されている

ことを特徴 とするアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネル。

[ 請求項8] 前記電極被膜の膜厚 は、 3 n m以下である

請求項 7 記載のアクテ ィブマ 卜リクス型表示パネル。
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